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　2011 年３月 11 日 14 時 46 分、三陸沖を震源地とするマグニチュード 9.0 の東日本大震災が発生した。最大震度７
の地震に加えて未曾有の大津波が太平洋沿岸部を襲い、死者 19,729 人、行方不明者 2,559 人、また 10 年経った今で
も約 4.3 万人の方々が避難生活を送っているという。政府は発災直後に策定した「東日本大震災からの復興の基本方針」
において、復興期間を平成 32 年度までの 10 年間と定め、未曾有の大震災により被災した地域の復旧・復興に向けて
総力を挙げて取り組んできた。
　東日本大震災からの復興なくして日本の再生はない。復興のステージが進むにつれて生じる新たな課題や多様なニー
ズにも対応しつつ、10 年間の復興期間の総仕上げとして、計画中の復旧・復興工事が進められている。
　さらに近年は、地球温暖化の影響と考えられる水害・土砂災害の激甚化がとどまるところを知らない。毎年のように
特別警報級の台風が日本に接近または上陸し、各地で甚大な人的・経済的被害が発生している。単なるインフラの復旧・
復興だけでなく、「流域治水」を踏まえた、土地利用やまちづくりも含めた再建・復興が重要となっている。
　本号では東日本大震災から 10 年を迎えるにあたり、復興までの道筋を振り返るとともに、その後の復旧・復興を支
える技術や制度を一般財団法人国土技術研究センターが関わったものを中心に整理し、さらに災害への備えに対する今
後の課題や展望について特集することとした。ウィズコロナの時代を経て、さらに多様化・複雑化する災害への対応に、
我々も一丸となって取り組んでいく所存である。

特集「自然災害からの復興」


